
令和４年１２月５日１４時００分
近 畿 地 方 整 備 局

『インフラDX認定』を創設します
～ICT施工の普及と技術力の向上を目指して～

近畿地方整備局ではインフラDXを推進しており、その一環として、ICT施工を実践し、継続
的にインフラDXの取組を推進している建設会社を認定（「インフラDX認定」）する制度を創設
します。

インフラDX認定は、業界のＤＸを活用した様々な技術による新３Ｋの取組の促進や地元建設
会社におけるデジタル技術活用の人材育成とインフラＤＸ等の普及促進を目的として設立した
認定制度です。

■認定対象
ICT施工を実践し継続的にインフラDXの取組を推進している建設会社とします。

■申請受付期間
令和４年度は、令和4年１２月５日～令和４年１２月１９日を募集期間とします。
近畿地方整備局ＨＰにて受付について掲載します。

■認定方法
認定対象の中から認定を希望する建設会社の申請を受け、近畿地方整備局インフラDX認

定委員会にて審議の後に認定されます。また、有効期間は3ヶ年とし申請により更新ができ
ます。

※なお、認定を受けた建設会社は、令和5年度以降発注の一部直轄工事において、総合評価落札方式の加点（企

業の施工能力（表彰枠））の対象となります。

〇添付資料
・インフラDX認定 概要

＜取扱い＞

近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ＜配布場所＞

＜問合せ先＞ 近畿地方整備局
企画部 工事品質調整官 澤村 滋男 （内線3310）

さわむら し げ お

技術管理課 課長補佐 三谷 正人 （内線3158）
み た に ま さ と

電話 ０６－６９４２－０２０７（直通）



参考資料
《用語の解説》

i-Construction：
国土交通省では、「ICTの全面的な活用（ICT土工）」等の施策を建設現場に導入するこ

とによって、建設生産システム全体の生産性向上を図り、もって魅力ある建設現場を目
指す取組であるi-Construction（アイ・コンストラクション）を進めています。

インフラDX：
様々なインフラデータをデジタル化し、自由に活用できる環境が整うことにより、国民へ

の様々なサービスの提供が可能となり、設計から維持管理が高度化するほか、業界、職
員の働き方改革が進み、生産性向上に繋がります。近畿地方整備局では、これまで生産
性向上として取り組んできたi-Constructionをより深化させるため、インフラDXを推進して
いきます。

ICT施工：
建設現場における生産性の向上や品質の確保を図ることを目的としたシステムで、測

量・設計/施工計画・施工・検査、それぞれのプロセスにおけるICT(Information and Com
munication Technology/情報通信技術)の活用により、職人による高度な技術の継承と
併せて、安全性と生産性の向上を実現することができます。

新３Ｋ：
建設業は、「きつい」「汚い」「危険」とネガティブなイメージにより、若手の人材が少な

く、慢性的な人手不足と就業者の高齢化が深刻な問題になっています。
そこで国土交通省は、「給与・休暇・希望」という「新３K」の方針を打ち出し、建設現場

で働く人々の誇り・魅力・やりがいの向上を図るため、さまざまな取り組みを進めていま
す。

BIM/CIM
計画、調査、設計段階から３次元モデルを導入することにより、その後の施工、維持

管理の各段階においても３次元モデルを連携・発展させて事業全体にわたる関係者間の
情報共有を容易にし、一連の建設生産・管理システムの効率化・高度化を図る取り組み
です。



機密２インフラDX認定 概要

インフラDXの取組を
継続的に実施

1. 過去３年で３件のＩＣＴ活
用工事の実績がある。(注①②)

2. 今後の人材育成の計画が具
体的である。 (注③)

3. インフラＤＸ推進の取組の
計画が具体的である。

○認定制度の目的

・業界のＤＸを活用した様々な技術による新３Ｋの取り組みの促進
・地元建設会社におけるデジタル技術活用の人材育成とインフラＤＸ等の普及促進

○申請条件と認定方法

申請建設会社の条件

○認定の有効期間とインセンティブ
・インフラDX認定の有効期間は３ヶ年とする。更新申請が認められればさらに3年間有効とする。
・更新申請を申し込まなかった場合、もしくは、更新が認められなかった場合は、その有効期間をもって失効する。
・認定された建設会社は、総合評価落札方式の入札時に「企業の施工能力（表彰枠）」の項目で加点対象となる。

1. 建設会社のＩＣＴ活用工事の実施状況（過去３ヶ年分）
2. 上記①の工事を担当した技術者数
3. 人材育成（ＩＣＴ関連研修）の取組状況
4. ＩＣＴ機器の保有状況
5. 施工実績（過去３ヶ年から３工事を抽出し、具体的な

工事内容を記述）
6. インフラDX取組推進計画

・人材育成計画
・インフラＤＸ取組計画

取組推進書の提出
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注① 工事の実績は、直轄及び地方自治体が発注する工事とする。
注② ＩＣＴ活用工事の５つの施工プロセス（測量、設計データ作成、施工、施工管理、納品）のすべてのプロセスを実施していること。
注③ 社員に対してＩＣＴやBIM/CIMに関する研修の計画が数値目標として示されていること。

○申請条件の確認
・認定された会社は、申請書類に記載した条件に対してその履行が認められなかった場合は、認可を取り消される

場合がある。


